
再評価結果 (令和元年度事業継続箇所)

担 当 課 :対馬市 建設課

担当課長名 :原田 武茂

対馬市
事業名

1級市道久田日掛線 (佐須工区)

起終点 自:貿蒔驚封篤≒ぽ脈請牲蘊 至:貿蒔鷺封篤希ぽ脈蒔雫廣 2.1 8km

事業概要 …1 1級市道久田日掛線 (佐須工区)は、久田地区と佐須地域へのアクセス向上を目的としている

H17年度事業化 都市計画決定 なし H17年 度用地着手 H18年度工事着手

全体事業費 18.5億 事業進捗率 済延長84.3% 1.6 8km

計画交通量 1, 166台 /日  (H42)
費用対効果
分析結果 0.85

1.61(残事業)

総費用 :(残子菜)/1子葉全体)

[尾
持き理::平|'打ilす;胃

 ]

走行時間短縮便益:4,05/18,94億 円
走行費用減少便益:0.18/0,93億円

令和元年

4.24/19.92億 円

0.

:B/C=0.76～ 0.93(交通量 ±10%)【残事業】B/C=1.43～ 1.76(交通量 ±10%)

:B/C=0.79～ 0.92(事業費 ±10%)    B/C=1.47～ 1.79(事業費 ±10%)

:B/C=0.82～ 0.89(事業期間±1年)    B/C=1.55～ 1.66(事業期間±1年 )

ついて感度分析を実施

:地域ネウドウークの構築 (地域産業の活性化や厳原市街地へのアクセス向上が見込まれる)

日安心安全な生活環境の確保及び緊急時の輸送時間の短縮

事業の効果等

関係する地方公共団体等の意見              :
地元住民より整備の促進及び早期完成の要望を受けている。

事業再評価監視委員会の意見

]薬 Uア貴:

100%と進捗しており、今年度も工事
して行い、令和 3年度の事業完成を目指す。

84, 30/6で 、30

で し

き続き事業の進捗を図り、令和 3年度の事し て

対応方針 :事業継続
対応方針決定の理由    :

事業の必要性を考慮 した場合、事業継続が要当と判断される。
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※ 総費用と総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。
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令和元年度 第3回
長崎県ノム`共事業評価監視委員会

道路改築事業

道維-4 市道久田日掛線

(佐須工区)

事業主体 対馬市

再評価対象事業

観
n

ドギ
】

国道382号線

主要地方道桟原小茂田線

B「

厳原地区佐須地域
日 ,′

●!亀

厳原港
■■3′ ●●

久日地市道久田口掛線
L=2,180m

′イ畠

嘔1'

主要地方道厳原豆殴美津島線

R

A●彎

0

偏

N

幅

“

 Ⅲ

le

舟

7,オ彎

∬

●●こ

再評価
の理由

再評価後工期変更

1



1.審議経過

審議経過 再評価の理由

工期
事業費
(億円)

B/C 概要

着工 完 了

当初

(H22茉斤末見)

Hlフ H26 12.0 1.20
【工事概要】

延長2.18km
幅員5.5(フ .0)m

第1回審議

(H26年度 )

事業採択後
10年経過

H17 H29 15,5 1111
【当初計画からの変更概要】

橋梁及び法面の工法変更に伴う事業費増額

事業費増加に伴う工期延長

第2回審議

(H30年度 )

再評価後
5年経過

Hlフ Rl 18.5 0.93
【前回評価からの変更概要】

橋梁仮設工法の変更に伴う事業賣増額
事業費増加に伴う工期延長

第3回審議

(Rl年度 )

再評価後
工期変更

H17 R3 18.5 OH85 【前回評価からの変更概要】
汚濁水対策の調整に伴う工期延長

2



2日 目的日事業概要・これまでの経緯

事 業の 目的

・道路交通の円滑化及び安全性向上を図ることで、地域

住民の生活利便性の向上、救急医療体制強化の支援、

及び水産業の振興に寄与する。

市道久田口掛線
全体 L=2,180m うしま病院

市道久田国掛線
残延長 L=500m

0'

国道382号線

主要地方道桟原小茂田線

B口 E

厳原地区
■●

上

“

0

'TR

厳原港

凡  例

久日地区
現 道

市道久田日掛線
供用開始済み L=1,680m

主要地方道厳原豆画費美津島線

整備中

′イれ

ニ

整備済
¬

韻♯

■
~i

心ヽ 亀 H埼

N

為

帯―

ゴ

甲

「
こと

"●

EW;|・ _1電

事業概要

事業延長 L=2.1 8km

幅  員 W〓5.5(7苫 0)m

全体事業費 18.5億円

計画交通量 1,166台 /日

これまでの経緯

平成17年度 :事 業 化

平成17年度 :事業着手

平成30年度末 :約 1.68km供用開始

事業進捗率:84.3%(事業費ベース)

用地進捗率 :100.0%(面積ベース)

標 準 断 面 図
7000
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3.事業の効果・必要性

事業の効果
・道路整備による安全性向上及び

市街地へのアクセス向上
田救急車両の搬送時間短縮

・水産物の輸送時間短縮

事業の必要性
・通勤・通学や買い物、救急搬送など、地域の生活に欠か

せない道路であり、基幹産業である水産業の輸送経路でも

あるため、交通の円滑化及び安全性 向上が求められてい

ると

完成二区 11日 68km

・平成30年度ま
｀
でに供用開始延長L=1.68km。

・完成した事により、2車線の幅員が確保され大型車との

離合も可能となり、安全で快適な走行性が確保された。

改 良 前 改 良 後

ゆ
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4日 事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

「完了工期」

Rl(前 )→ R3(今ロ )

汚濁水対策の調整に伴う工期延長

・日掛ダム下流で水稲している農家住民

より、ダム周辺に工事着手してから用水

の汚濁がひどいとの相談があり、協議の

結果、事業損失防止のため汚濁防止

シートを2重に張ることや、工事区間を分

割して施工する方法に変更することで了

解を得た。このため、完了を令和3年度

まで延長したい。
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市道久田日掛線 事業区間

全体計画延長 L=2,180m W=5.5(7.0)m
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4.事業の進捗状況 (事業期間の見直し)

①周辺の写真

供用開始済 L=1′680m

北

残事業 L■ 500m

日 ダム
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5日 事業の投資効果

◆ 費用対効果(B/C)

〔費用〕
・道路整備に要する事業費 (工事費、用地費)、 道路維持管理に要する費用

〔便益〕
P走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益

〔プラス要因〕
口費用便益分析マニユアルの改定
→貨物車原単位 (価格)の増加

〔マイナス要因〕
・事業期間の延長

7

項 目
同IJ 口 評価

(平成30年度 )

今回評価

(令和元年度 )

残事業 1.17=4.53億 円/3.87億 円 lⅢ 61= 4.24億円/2.63億 円

全事業 O.93=2可 .01億円/22.64億円 0.35圭 19.92億円/23.38億円



6日 対応方針 (原案 )

費用便益比は1.0を下まわってはいるが、当該事業は市町村道事業に該当するものであり、社会

資本整備総合交付金交付要綱に道路事業で市町村道事業は、費用便益比を整備計画に記載す
る対象事業となつていないため、1事業継続は可能。

(社会資本整備総合交付金要綱一部抜粋)

社会換〔本確崎総合交付金交付要細

平成 22年

令和元41

3,126日  ,ll  定

10'1 9開  最群改正

蠣 1 通則

社会資本強俯樽合交付位の交1)に 門 しては、櫛 IV′金蝉に係る予算 rプ)執行の綺

Ji化に問1る法伸 (昭和 3(,41法 律第 179')。 以下 「造I化渫〕とい う。)、

納〕

"金

韓に係る予算の執行のね正化に l;慟する法付1摘1行 令 (Dllれ,30年 取令第 2

55号 )、 IJ II交 前省所骨術i助 金帯交付

"と

lll(平 成 12年機
"'府

,翼饉殺術令第

OB)そ の他の法令放 (メ l狙 迎胡■,の ほか、この駆網にオfめ るとこ′)に より争lう

1)の と
‐

'‐

る。

第 2 ‖n与

社会資本確碑織合交付金は、地方公 Jt‖!体 部が行 う社会費本の強偶その他互,

取細 を支援することに .kり 、交通の安全の確保 とその開清 1し 、経済基盤の強

化、生ユF】 をRl兒 の保全、都市環境の改善及び田tの 1黒 4と l町 穂 d佐 びに住4i活の安

定の1礁保及び向 11を 図ることを日n勺 をする。

妬 台 定機

一 社会資本難綿齢合父付金

第 2に定め /,日 的を選 l′たするたy)第 3に 定めるところti,Iり 地方公共 I¶

体等が作成した社会賀本の健錦その他のl確組に椰日する常十
'1(以

下 f社 会,f

Aとばど⌒船描
":Ы

l l>い ヽ ヽ に基 う́く事業又は事務 (以 下 「事来勢 Jと い

う。)の実胞に舅:す る手半機に充てるため、この蟹綱にためるところに従い

国が交付する交付金をい う。

交11対 象事業

筑 れに甘懲げ ア】革 襲韓′の うlJ、 社会 土とヽ答贈確器mll,町 1"A,1,・ と、σぅ

(濃練 又は手第制度 に基ち き別途国の負握又は 19助 お′得て実施す るもの を

除 く_Jを い う.

第 6 交付対 象革 某

1こ た 次 事 業 と

【ャ、果朴 事 業 の う

のイ!可 日につ いては距l属第 ■編 にお いて定 める もの とす る。

一  基幹 J∫ 紫

イ 社 会 贄ホ 整備 総 否 交付 企 卒 業 (社 尖 鷲木総 合 罹備 計画 の 日標 を実現 す

るた めに交付金 事業者が 実引こす る慕 韓 的 な事 来で あ つて 、次 に鵜 げ る事

業 をい う。 以 下同 じ`)

附属第狂編 交付対象事業の要件

社会贅本格備絶合交付金の交付対象事業 (要細本編第6)の細出については、こ

の3扁に定めるところによる(

ただし、附|ヽ 郷‖1網 において、史に詳

“

dな 対象要仲が定められているものに|"し

ては、交付対象事業のうち当該対線要件を激たすものに限り、社会資本整備総合交

|1命 を充てることができる

第1車 基幹事業

葉幹事業としてIL会 資本絡台縦的計画にイ■置づ1サ 、社会資本権l柿総合交付ノ″を充てるこ

とができる可F業帯「k、 次に掲げるものとする.ただし、沖斜亀帳映公共投資交付◆帯Jl,1要細

(平成24年 1月 6日 付イケ、府沖膜舛118サ・,Ⅲ察庁甲宙丁卜第136ぢ ,総官企第16
1好・21文 f半施第9り ,J!rf生労働省をと会0106第 4ら・23'と第183を・l`'戒 2■・

03・ 28猟す地妨 11・ I呵 1'f会 螂3338聘…環境会推第120106012サ 逝欠■)"〕

プく別4(制こ!皓げる1)の を除く,

8

lti持来幹 事業名

費用使益

比算出イ「

象の有係

1 蓮路事業

O

新設 。改集事業のうち、全体事業費 10億 1B

以 上の ,“ 喜:(以 ドの命及び②に鶯と定する事終

″燥て_】 に口とる_ただ し、連協 ′ヽ体交差事

業については、全てを採出対象とする。

(l)市町村遺事業
④Ⅲ前言ゼl西:に必要な監策劾熟の把併の
の他の事前 H平ねIの 方法が開耳とされていErい事

,法そ

ハ と幹事業の資用便養比

獲編本綿第 8第 11貞第 7',のをと定に
'た

わき費加 f更 益北を構備計
「

‖こ記1'する基 l↑ 芋

来fi、 平ll比 29年■月 1日 以降に1=業に着手するもめであって、ド共に.kろ t)の とする.

なお、既に地方公4■体において費用便ユ
,生 比を算iliし ている

''合
は、そのlFiを 記役十

ることがてきる.



6口 対応方針 (原案 )

O整備計画の見直し

◆道路交通の円滑化及び安全性向上を図ることで、地域住民の生活利便性の

向上、救急医療体制強化の支援 及ヽび水産業の振興に寄与する。

◆事業進捗率は事業費ベースで約84%であり、用地進捗率は1000/oとなって

い る 。

◆事業の完成も間近であり、地元要望も強いことから、期間を延長し事業に

取り組みたい。

対応方針

(原案)
継続
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